
公共工事における設計照査の委託と結託の可能性に関する一考察

京都大学情報学研究科 学生会員 ⃝吉田 護
京都大学防災研究所 正会員 多々納 裕一

1. はじめに
近年、公共工事の受注をめぐる過剰な競争とそれに
伴う品質の低下が懸念されている．こうした品質の低
下を防ぐためには、設計・施工時の実効性のある検査
体制を構築することが重要である．また、仕様規定型
設計から性能規定型設計へと移行していく中で、性能
規定型設計では要求性能さえ満たせば多様な材料、設
備、構造方法を採用可能となるため、検査を実施する
主体には最新の技術・知識、さらに経験が求められる．
検査実施主体の能力やモチベーションをいかに確保す
るかは重要な研究課題である．
国土交通省四国地方整備局は点検業務の委託を 2006
年度から実施している (2002年度から 2005年度は随意
契約) ．また地方自治体においても、和歌山県で 2004
年度より建設コンサルタントへの設計照査業務の委託
を実施している 1)．このように民間の知識・技術を活用
しようとする動きは、検査の面においても広がりを見
せている．しかし、公共機関の実施する検査と民間機
関の実施する検査では、その実施主体のインセンティ
ブの点で根本的に異なる．民間機関は利益を求めなけ
れば市場に存続出来ないため、検査の実施に関しても
利益を求める可能性がある．例えば，設計者との結託
により，たとえ不備を見つけたとしても，それを意図
的に公共機関に報告しない場合も発生しうる．本研究
では，こうした民間機関への検査の委託とそれに伴う
設計者－検査機関の間の結託メカニズムについてモデ
ル化し，それを防ぐ枠組みについて分析を行っている．

2. モデル化
2.1 モデルの前提条件
ここでは，設計図書の作成及び設計業務の委託を行っ
た公共機関、構造物の設計図書の作成を受託した設計
者，その設計業務の設計照査を受託した検査機関の三
者を想定する．なお，設計者と検査機関は同一ではな
いことを仮定する．
ゲームの順序は下記の通りである．
1. 公共機関が設計者と設計図書の作成に関する委託
契約を結ぶ

2．公共機関が検査機関が設計図書の性能照査に関す
る委託契約を結ぶ

3．設計者は設計図書の作成に際する努力水準 e ∈
{1, 0}を決定する

4．検査機関は作成された設計図書の性能照査を実施
する際の努力水準 i ∈ {1, 0}を決定する．
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5．検査機関は公共機関に照査結果 ms ∈ {mg,mb}
を報告し，設計者，検査機関共に be(ms), bi(ms)報酬
を受け取る．
なお，gを要求性能通りであることを示す検査結果，

bを要求性能を満たさない設計図書であることを示す
検査結果を意味する．設計者により作成される設計図
書の質として二種類を仮定する S ∈ {G,B}．なお，G

は要求性能を満たす設計図書，B は要求性能を満たさ
ないものとする．設計者が選択する努力水準 eを選択
した場合に設計図書 Sが作成される確率を p(S|e)とす
ると，(

p(G|1) p(G|0)
p(B|1) p(B|0)

)
=

(
p 0

1 − p 1

)
(1)

を仮定する．なお，努力水準に応じて設計者が負担す
る費用 d(e)に関して c(1) = c > 0，c(0) = 0を簡易化
のため仮定する．
一方，検査機関が努力水準 iを選択した場合に，検
査機関が設計図書の質に関する情報 ts ∈ {tg, tb}を獲
得する確率 q(ts|i, S)は

q(tg|1, G) q(tb|1, G)
q(tg|1, B) q(tb|1, B)
q(tg|0, G) q(tb|0, G)
q(tg|0, B) q(tb|0, B)

 =


1 0
q̄ q

1 0
1 0

 (2)

で表される (q̄ = 1 − q)．なお，tg は設計図書の不備
を示さない情報，tb は不備を示す情報とする．検査機
関は努力水準 i に応じて負担する費用 d(i) に関して，
d(1) = d (> 0)，d(0) = 0とおく．
設計者が検査機関に報告する検査結果 mに関して、
検査機関は不備を示す情報 tbを獲得している場合に限
り，bを報告出来るものと仮定しよう．さらに，検査機
関が bを報告した場合には，設計者は設計図書の作成
を公共主体から強制されるものとし，その際には費用
cr を負担するものとする．

2.2 設計者，検査機関の意思決定問題の定式化
設計者，検査機関の意思決定問題はナッシュ均衡解
として

e∗ = arg max
e

πe(e, i∗)

= arg max
e

ϕg(e, i∗)be(mg)

+ ϕb(e, i∗){be(mb) − cr} − c(e)(3)

i∗ = arg max
e

πi(e∗, i)
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= arg max
i

ϕg(e∗, i)bi(mg)

+ ϕb(e∗, i){bi(mb)} − d(i) (4)

のように定式化される．なお，ϕg(e, i) = (1 −
ep̄i∗q), ϕb(e, i) = 1 − ϕg(e, i)を表す．
さらに,設計者,検査機関の参加制約はそれぞれ

πe(e∗, i∗) ≥ 0 (5)

πi(e∗, i∗) ≥ 0 (6)

として定式化される．
公共主体は以上の設計者，検査機関の行動を考慮し
て，最適な報酬契約を設計するものとする．

[P1]

min
be(·),bi(·)

p̄q̄L + Σmsϕs(e∗, i∗){be(ms) + bi(ms)}

s.t. (3), (4), (5), (6)

以上を解くことにより, 最適な報酬スキーム
(be(ms), bi(ms))が導出される．このとき，設計者，検
査機関の参加制約は共に拘束することが示される．な
お，詳細な均衡解分析は発表時に譲る．

2.3 結託防止条件とインセンティブ設計
ここでは，下記に示す二つのタイプの結託の可能性
について分析しよう．

• 結託タイプ 1：設計者が意図的に要求性能を満た
さない設計図書を作成し (e = 0)、賄賂報酬 s1 を
検査機関に対して支払うことで生じる結託

• 結託タイプ 2：検査機関は不備を発見するが，隠
蔽する代わりに設計者に対して賄賂報酬 s2を要求
することで生じる結託

結託タイプ 1について考えよう．設計者は意図的に
要求性能を満たさない設計図書を作成し、賄賂報酬 s1

を検査機関に与えた方が、要求性能を満たすよう設計
図書を作成する場合より利得が大きくなる条件式は、

be(mg) − s1 ≥ πe(1, 1) (7)

で与えられる．一方で、検査機関が検査時に努力せず
に賄賂報酬 s1を受け取る条件は、不備を発見しようと
検査時に努力するときより利得が大きくなければなら
ない．この条件式は、

bi(mg) + s1 ≥ πi(1, 1) (8)

で与ええられるため、

be(mg) − πe(1, 1) ≥ s1 ≥ πi(1, 1) − bi(mg) (9)

が成立するとき，結託 (タイプ 1)が発生しうる．以上
より，結託防止条件 (coalition-proof condition)は

πi(1, 1) − bi(mg) ≥ be(mg) − πe(1, 1) (10)

で表される．
次に，結託タイプ 2について考えよう．検査機関が
不備を発見したとき、設計者に対して賄賂報酬 s2を要
求する方が、発見した不備を正直に報告するより得ら
れる利得が大きい条件は

s2 + bi(mg) ≥ bi(mb) (11)

で表される．一方、設計者は、再設計を実施し検査を
通過させるより、賄賂報酬を支払った方が利得が大き
くなる場合に、この設計者からの要求を受け入れるだ
ろう．この条件式は、

be(mg) − s2 ≥ be(mb) − cr (12)

で表される．よって，

be(mg) − be(mb) + cr ≥ s2 ≥ bi(mb) − bi(mg) (13)

を満たすとき，結託が発生する．そのため、結託防止
条件 (coalition-proof condition)は、

bi(mb) − bi(mg) ≥ be(mg) − be(mb) + cr (14)

と表すことができる．
このとき，設計者，検査機関の最適報酬契約設計問
題は，

[P2]

min
be(·),bi(·)

p̄q̄L + Σms
ϕs(e∗, i∗){be(ms) + bi(ms)}

s.t. (3), (4), (5), (6), (10), (14)

として表される．
これを解くことで，最適報酬スキーム (be(·), bm(·))
が導出される．なお，本研究では紙面の都合上，詳細な
均衡解分析は省略するが, 結託タイプ 2の防止条件 (14)
を考慮することで，常に結託タイプ 1防止条件 (10)が
満たされることが示される．そのため，設計業者と民
間検査機関の結託を防ぐためには，結託タイプ 2を考
慮するだけで十分であることが分かる．

3. 今後の課題
設計者，検査機関の選択は入札制度を通して選択さ
れるのが一般的である．入札制度を考慮したうえで，能
力が高く、モチベーションの高い設計者，検査機関を
いかに選択するか，入札制度を含めた制度設計を行う
必要がある．また，検査を二者に委託することで、こ
うした結託の可能性は取り除ける可能性が高い．検査
機関同士の相互監視と設計者のインセンティブをどう
確保するか，階層構造をどのように設計するのが望ま
しいのかは，今後の大きな課題である．
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